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被災自治体に対する東日本大震災に係る復旧・復興事業における 
主な財政的支援について 

復旧事業 

国庫補助 地方負担 

 補助率のかさ上げ 
 （例）公共土木施設等・・・８～９割（阪神・淡路大震災時は８割） 

 補助の算定方法の特例 
 公共土木施設等は総合負担軽減方式で算定（プール方式：各施設の災害復旧事業費を合算し補助率算出） 

 補助対象施設の拡大 
 市町村仮庁舎、介護老人保健施設等も補助（阪神・淡路大震災では対象外） 

 地方負担は、原則、全額を震
災復興特別交付税で措置 

   （通常の災害では地方債を発行） 

復興事業 

国庫補助 地方負担 

【復興交付金】 
 復興地域づくりに必要なハード事業（５省４０事業）を一括化（地方負担分の５割を追加的に国庫

補助） 
 基幹事業に関連し実施する使途の自由度の高い効果促進事業等により、ハード・ソフト事業ニー

ズに対応（補助率８割） 

【福島の復興・再生に向けた交付金】 
 帰還を加速するための支援事業、復興公営住宅整備等長期避難者のコミュニティ維持のための

事業、中通り等の子どものための全天候型運動施設整備等の事業 

【その他】 
 社会資本整備総合交付金、農山漁村地域整備交付金等の復興枠による支援 
 地域経済の核となる中小企業等グループの施設の復旧等のためグループ補助金を創設 
 既存の制度・予算での対応が困難な「制度の隙間」に対応するための復興推進調整費の創設 

 地方負担は、原則、全額を震
災復興特別交付税で措置 

   （通常の災害では地方債を発行 
    する等により対応） 

その他 

 中長期職員派遣、職員採用等の単独事業、地方税等の減収に対する震災復興特別交付税措置 
 取崩し型復興基金の創設（23年度２次補正（特別交付税の増額））、津波被災地域の住民の定着促進のため基金の積み増し等（24年

度補正（震災復興特別交付税の増額）） 
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